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規制緩和と産業のパフォーマンス1 

 

 

泰夫 

専修大学 経済学部 

乾 友彦 

日本大学 経済学部 

, 

上昇率

くの研究によって指摘されている（例えば，Hayashi and Prescott［2002］，Fukao，Inui，

awai and Miyagawa ［2004］，内閣府［2001, 2002］)など）2。JIP20 よって 1970 年

経済全体のTFP上昇率を比較すると，

1.1％であった

TFP

上昇率は，どの年代においても製造業を大きく下回っている。

1 代における TFP 上昇率の低迷に関して参入・退出が与える効果、資源配分の非効率性、

4 究開発の動向も

上昇率に少なからず影響を与えたものと考えられる。また近年においては規制緩和等競争

促進政策による構造改革政策が計画，実施されてきおり、特に TFP 上昇率が低い非製

造業の 上昇率を高めること されているが，このような競争促進政策が生産

も明らかではな

中西 

１．はじめに 

1990 年代において日本経済における TFP が 1980 年代に比して低下したことが多

K 06 に

代，1980年代，1990年代3におけるそれぞれのマクロ

表１にみられるように，1970 年代，1980 年代においてそれぞれ年率 2.7%、

TFP 上昇率が年率 0.2％に低下している。製造業と非製造業を比較すると，非製造業の

 

990 年

不良債権の与える効果といった分析が実施されてきたが 、規制緩和の進展や研

その

TFP を期待

性，経済成長にどのような影響を与えるかは理論的，実証的には必ずし

い5。 

                                                  
1 本稿は、独立行政法人経済産業研究所の『RIETI 製造業データベースの作

の一部である。また

成と産業別生

産性に関する研究』（リーダー：深尾京司一橋大学教授、宮川努学習院大学教授）の成果

本研究を実施するに当たって、文部科学省の科学研究費補助金（基盤

よる資金助成を受けた。本稿を作成するにあたり、宮川努学

会の参加者からの

感謝したい。ただし残された誤りはすべて筆者たちの責任である。 
関してサーベイ

している。またその後の最近の研究例として Jorgenson and Nomura［2005］があり，1990
年代前半において多くの産業で TFP 上昇率がマイナスとなったが，1990 年代後半からは

IT 関連の製造業の TFP 上昇率が改善する一方，非製造業においては TFP 上昇率の改善が

みられないとしている。 
3 1990 年から 2002 年における期間。 
4 企業の参入・退出が生産性に与える効果に関する分析に関しては、Fukao and Kwon
（2006）等がある。 
5 Aghion and Griffith［2005］において市場の環境と経済成長の関係について詳細な議論

が展開されている。 

研究 C 課題番号 17530224）に

習院大学教授、深尾京司一橋大学教授をはじめ経済産業省における報告

貴重なコメントに
2 乾・権［2005］においては，近年の日本の産業レベルの生産性の研究に
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本稿ではJIP2006を使用し，産業別のTFP上昇率と規制緩和との関係について分析する。

の動向が経済

TFP 上昇率が，

ェイト（各産業

の名目生産と名目付加価値の比率）を，JIP2006 を使用して計算してみると，表２にある

ように卸・小売，金融・保険，不動産業といったサービス産業で大きなウェイトを占めて

産業の多くは製

産性の改善が妨

においていくつかの重要なサービス産

業においても規制緩和等競争促進政策 が実施されたが，これがこれらのサービス産業の

TFP 上昇率に与えたインパクトに関する分析は限られている。 

後述するとおり，規制が生産性に与える効果の分析の蓄積は進んでいるものの，①多く

済全体について

，②またこれら

性の関係の分

析であり，市場の競争環境を決める要因の一つである規制緩和と生産性の関係を直接分析

した研究に関しても，やはり Nicoletti8を中心と OECD の一連の研究に限られる。特

西・乾［2003］

約から製造業の分析に限

西・乾［2003］

与える要因とし

て規制緩和指標以外に， R&D 支出，IT 資本比率といった説明変数を加えて分析を行う。

また TFP 上昇率以外にも，生産金額の伸び率などもあわせて分析をおこなう。 

た指標を使用し

CD による規制指標と大きく異なるのは，

化していること

中心であるの

               

その際，非製造業，特にサービス産業の生産性に関する分析は，その生産性

全体の生産性に大きなインパクトを与えることから重要である。産業別の

マクロ経済全体の TFP 上昇率への寄与を計算する際に使用するドーマーウ

いることがわかる。また後述する規制緩和指標にみられるようにサービス

造業に比して規制緩和が遅れており，規制によりサービス産業の多くは生

げられているとする議論は多い6。しかし，1990 年代

7

の研究が企業レベルの生産性に与える影響を分析であり，産業あるいは経

考察した研究は Nicoletti を中心とした OECD による一連の研究に限られる

の研究はマークアップ比率，貿易開放度の進展等市場の競争環境指標と生産

した

に日本の規制緩和の影響に関する産業全体に与える影響に関する分析は，中

以外はあまり例がない9。③加えてこれらの既存研究はデータの制

られている。そこで本稿では，産業の生産性と規制緩和との関係について中

による分析を，JIP2006 を使用することによって発展させ，TFP 上昇率に

ここでの分析では筆者たちが独自に日本の産業別規制緩和指標を作成し

たが，これが Nicoletti を中心に作成された OE

OECD による規制指標が 1998 年および 2003 年と近年の規制の状況を指標

と，各国比較の観点から産業毎の規制よりも経済全体の規制10に関する指標が

                                   
よる一連の政策

効果分析レポート，元橋・船越・藤平［2005］等がある。 
7 内閣府「近年の規制改革の経済効果－生産性の分析」［2001］において，電気通信，航

空，電力，都市ガス，小売，銀行における規制緩和の状況とＴＦＰに与えた影響が分析さ

れている。 
8 Nicoletti and Pryor［2006］に政府の規制指標の作成方法についてサーベイされている。 
9 個別産業に関する分析は，規制緩和が生産性に与えた分析は 前掲の内閣府，Flath［2001］，
［2003］の分析等がある。 
10 産業別の規制指標も作成されているが，非製造業中心でかつ 1998 年の 1 時点の指標で

ある。 

6中西・乾［2003］，住友生命総合研究所［1999］，経済企画庁，内閣府に

 2



に対して，当該論文では 1970 年から 2002 年の期間における実際の許認可等の状況を

その付加価値ウェイトを使用して集計したものを規制指標として使用したこ

て既存研究を概

観する。3 節では筆者たちで作成した規制緩和指標のデータについて解説を加える。4 節以

降では推計式およびその推計結果について議論する。最後の節において，まとめと今後の

 

この節では規制が経済のパフォーマンスに与える影響に関して、特に実証分析に焦点を

当てて先行研究について概観したい。Winston［1998］は規制緩和の経済効果について航

空産業，トラック産業，鉄道業，銀行業，ガス事業に関する既存研究のサーベイをしてお

インデックス

成長，雇用に与える影響に関する実証分析をサーベ

制が生産性や技

術のキャッチ・アップに与えた効果を分析し，規制緩和が 性の向上や技術のキャッチ・

アップを促進しているとの結論を得ている。 

TFP 含めて）の関係

業について，

商業的に

の指標として，

市場集中度，輸入浸透度，企業規模，参入・退出などを使用している。その結果，集中

度などの変数はイノベーションのアウト トを減少させるとの推計結果を得ている。 

タを用い市場

指標に企業レ

指標11，産業レ

ベル ，輸 してい シェアはTFP

のレベ 影響を与える変数とし，その他の変数は 上昇率に影響を与える変数とし

に負の影響を

持つこと，TFP上昇率には、競争指標は有意にプラス，市場集中度，レントは有意にマ

イナスであり，競争的な市場環境は，TFP上昇率にプラスの効果を与えるとの結果を得

ている。Nickell, Nicolitsas and Dryden［1997］は，Nickell［1996］の分析にCorporate 

                                                 

産業別に

とである。 

論文の構成は以下の通りである。2 節では市場環境と生産性の関係につい

課題について述べる。

 

２．市場環境と TFP，研究開発投資の関係に関する既存研究のサーベイ 

り，Conway, Janod and Nicoletti ［2005］においてはOECD各国の規制の

の作成に加えて，規制が生産性，経済

イしている。またNicoletti and Scarpetta［2003］はOECD各国における規

生産

規制緩和の直接の効果でなく，市場の競争環境とイノベーション（ も

について近年の実証分析を概観すると，Geroski［1990］は，イギリスの73産

1970～1979年におけるパネルデータ使用し，イノベーション（技術的および

重要なイノベーション）と市場環境の分析を行っている。彼は、市場環境

プッ

Nickell［1996］は，英国の1972～1986 年の企業レベルのパネルデー

環境とTFPのレベル，成長率との関係を分析している。市場の競争環境の

ベルの指標として，市場シェア，レント，アンケート調査に基づく競争

の指標として，市場集中度（5社） 入浸透度を使用 る。市場

ルに TFP

て定式化し推計を行っている。結果は，市場シェアはTFPのレベルに有意

 
11 これは 1989 年時点のアンケート結果で，各企業の経営者が「5 社を超える競争相手がい

る」と回答した場合は１，「当社がマーケットの主なサプライヤー」である，あるいは「5
社以下の競争相手がいる」と答えた場合は０をとるダミー変数である。 
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Governanceの影響を加えて行った分析である。この分析では競争的な市場環境がTFP

株主によるモニタリングの圧力が

業340社のパ

ネルデータを対象とし，イノベーションの指標として，技術的・商業的に重要であり，

かつ分析対象の企業が商業的に利用したイノベーションをカウントしたデータを使用

関しては市場シ

を使っている。

係があるとの

推計結果を得ている。その一方で， ［ ］らの とは対照的に市場シェア

とイノベーションは有意に正の関係とする推計結果が得られている。また，市場シェア

や企業規模は一般的に豊富なキャッシュフローを企業にもたらすためR&D投資を行い

アは有意に正

また企業の市場価値の成長率と市場シェアの関係

いイノベーシ

ョン は というものよりも，市場での

高い評価によるものであると推察している。 

[2002] Okada 2005 ・藤平［2006］ 

を踏襲した分析

状、規制

はプライス・

コストマージンによって測られる産業の競争度を示す指標は，競争の増大はTFPの成長

率 意に上昇させることを示している。またR&Dを行っている企業のみのサブサン

よって図られる競

争度の指標は共にTFPのレベルにマイナスの影響を与えるとの結果が推計されている。

藤平［2006］は，経済産業省による企業活動基本調査および公正取引委

員会による市場集中度調査を使用し，企業別ハーフィンダール指数等の市場競争指標が，

企業のTFPのレベルに与える影響に関して実証分析を実施している。その結果，集中度の

ている。 

 

３．規制指標 

 日本において，規制に関する数値データとしては，総務庁の作成したいわゆる「規制ウ

ェイト」があり(総務庁［2000］)，実証分析にも使われている（樋口［2001］12)。そこで

                                                 

上昇率にプラスの影響を与えることに加えて，外部

TFP上昇率にプラスの効果を与えるという結果を得ている。 

Blundell, Griffith and Van Reenen［1999］は，1972～1982年の英国企

している。市場の競争環境を示す説明変数として、企業レベルの変数に

ェア，企業規模，産業レベルの変数に関しては市場集中度，輸入浸透度

ここでの分析では市場集中度とイノベーションとの間には有意に負の関

Nickell 1996 研究

やすいとの認識があるが，キャッシュフローが有意でない一方，市場シェ

の係数であることが確認されている。

も有意に正の係数が推計されていることから，市場シェアの高い企業が高

を示しているの ，豊富なキャッシュフローに基づく

日本を対象とした研究では，江藤 、 ［ ］，元橋・船越

があり，Nickell ［1996］，Nickell, Nicolitsas and Dryden ［1997］

を行っている。江藤[2002]は、規制に関しての総合的な研究であり、規制の現

に関する先行研究のサーヴェイを中心におこなっている。Okada［2005］

を有

プルでの推計では企業別の市場シェア，プライス・コストマージンに

元橋・船越・

低下による市場競争環境の向上がTFPの向上に寄与することが確認され

 
12 政府規制の強い産業では、そうでない産業に比べ、相対賃金が高いことが確認されてい

る。 
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われわれもこの 制ウェイトをもとにしてデータを作成する。この規制ウェイトのデータ

率を示したもの

，1985 年，1990

れていないため，

JIP2006 のデータベースの産業分類にあわせ，1970 年～2 年のデータを作成した。 

 まず、総務庁の規制データがどのようにつくられているか述べたい。1985 年度，1990

1995 519 この産業分類の

認可等現況表」

の産業分類に再

類し，部門 二つの種類 付 価値額を集計す 。すなわち，部門ごとに付加価値

Ai(i は部門の番号 1～13）を合計し，さらに部門内で規制を受けている産業の付加価値

Bi(i は部門の番号 1～13）を合計する ／Ai を％表示した値を 13 部門におけるそれぞ

100%に近いほ

す。なお規制については，

を受けている場

合（全体）と て部分的に規制を受けている場合（部分）があるため，

規制指標のデータとして，「全体」と「部分」の２種類が作成されている。 

JIP2006 JIP 類に拡張して毎

した規制ウェイ

その他の年度に

（総務庁）が

存在していないため，われわれ自身で判定する必要がある。1986 年から 1994 年の間（た

だし 1990 年は除く）については，「許認可等現況表」から規制数の変動があれば,規制

年の規制状況と

01ｂ］,［2002］

かいないかを確定させた。 

 次に，産業部門の集計をおこなう。 データベースの作成のための毎年度の 500

部門強の産業連関表が使用可能であった。そこで産業連関表の付加価値額を用いて総務庁

の規制データ作成の方法と同様の方法で集計をおこなった。われわれのこの規制ウェイト

の値は，総務庁の規制ウェイトと同様に 0%から 100%の間の値であり，100%に近いほど

規制の強度が強いことを示している。 

 このように推計された規制指標のデータをまとめたものが表３にあり，規制指標（全体）

を図にしたものが図１，規制指標（部分）を図にしたものが図２である。これらの図表は

各産業の規制指標を当該産業の付加価値が経済全体の付加価値に占めるウェイトを使用し，

製造業，非製造業別に加重平均した指標である。まず規制指標（全体）に関して製造業は，

規

は，産業（全産業を 13 の産業に分類している）ごとに規制を受けている比

で，その値から規制の強度が判断できる。しかしながらこの規制のデータは

年，1995 年に関してしか存在せず，さらに全産業が 13 産業にしか分類さ

002

年度， 年度の各年度について， 部門の産業連関表を使用する。

もとでそれぞれの 519 産業それぞれが規制を受けているかいないかを「許

（総務庁）にもとづいて判定する。次に，519 部門の産業分類を 13 部門

分 ごとに の 加 る

。Bi

れの規制ウェイトとしている。この値は，0%から 100%の間の値であり，

ど規制を受けている産業が多いため，規制の強度が強いことを示

13 部門への分類前においてそれぞれの産業（519 産業）で全体的に規制

それぞれの産業におい

 の規制データは，総務庁の規制ウェイトを 2006 の産業分

年作成している。1985 年，1990 年，1995 年に関しては，総務庁の作成

トと全く同じ方法で部門数を 97 部門に拡張して作成することができる。

ついては，規制をうけているか、いないかについては，「許認可等現況表」

の緩和または強化が行われた年度を新たに調べた。1985 年以前は, 1985

同じであるものと仮定し，1996 年以降は，住友生命［1999］，内閣府［20

を使用して，規制をうけている

JIP2006
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1970 年から単調に減少しており，規制緩和が進展していることが明らかであるが，非製造

イトが増加して

が進展している

業は，規制指標

（全体）と同様に単調に減少しており規制緩和の進展がみられるが，非製造業に関しては，

1970 年から 1980 年にかけては，比較的大きく規制指標が上昇しており，1980 年以降もわ

 

970 年をみてみ

はないが規制さ

れている産業が （ ）産業ある。規制されている産業はあわせて 49 産業（51%)ある。

値が 0である，つまり全く規制されていない産業が 48 産業（49%)ある。したがって，全産

のうち 数の産業が，規制されている産業である。 

業が，23（24%)ある。

る産業はあわせ

51 産業（52%)

ある。したがって，全産業のうち約半数の産業が，規制されている産業である。 

 1970 年 2002 年を比べると，値が１である完全な規制は，25 産業から 23 産業へ 2 産

24 22 2 産業減

へと 2 産業(3%)

ある。 

1970 年の値から%表示の 2002 年の値を引いた値（%ポイント）を計算した。

正であれば，1970 年の値の方が大きい，つまり規制緩和が進展していることを示す。また

負であれば規制が強化されていることを示している。正の値は，16 産業であった，負の産

ているが，きわめてわずかな進展であ

。米麦生産産業

は，食管法が緩和されたからであり，石油製品産業は，特石法の緩和があったからである。

逆に規制が強化された産業としては，化学肥料産業と畜産食料産業である。畜産食料産業

では，BSE 等の安全性の観点から，規制が強化されている。 

 次に，規制の中でも，産業の中で部分的に規制されている場合について，1970 年をみて

みよう。値が１つまり完全に規制されている産業が，30（31%)ある。完全ではないが規制

されている産業が 30（31%）産業ある。なんらかの規制を受けている産業はあわせて 60

産業（62%)ある。値が 0である，つまり全く規制されていない産業が 37 産業（38%)ある。

したがって，全産業のうち約 6 割の産業が，規制されている産業である。前述の産業の全

体が規制されている場合と比べると，規制されている産業の数が約 10%増加している。こ

業に関しては，1970 年から 1980 年にかけて規制を受けている産業のウェ

いることもあり，規制指標の強度が上昇している。1980 年以降は規制緩和

もののその緩和はわずかである。次に規制指標（部分）に関しては，製造

ずかではあるが，規制指標がむしろ上昇している状況となっている。

 規制の中でも，産業において全部が規制されている場合について、まず 1

よう。値が１つまり完全に規制されている産業が，25（26%)ある。完全で

24 25%

業 約半

 次に 2002 年をみてみよう。値が１つまり完全に規制されている産

完全ではないが規制されている産業が 22（24%）産業ある。規制されてい

て 51 産業（48%)ある。値が 0である，つまり全く規制されていない産業が

と

業減少している。完全ではないが規制されている産業は， 産業から 産業へ

少している。よって何らかの規制を受けている産業は，49 産業から 47 産業

減少している。したがって規制緩和は進展したが，そのスピードはわずかで

 次に%表示の

業は 14 産業であった。したがって規制緩和は進展し

ることがわかる。 

 規制緩和が大きく進展した産業は，米麦生産産業と石油製品産業である
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れは，この産業が部分的に規制されているという基準だと，基準が全部規制されていると

（31%)ある。

る産業はあわせ

て 57 産業（58%)ある。値が 0である，つまり全く規制されていない産業が 40 産業（41%)

ある。したがって，全産業のうち約 6 割の産業が，規制されている産業である。 

1970 2002 ，30 産業から

から 27 産業へ

産業から 57 産業へ 3 産業(4%)減少

している。したがって規制緩和は進展したが，そのスピードはわずかである。前述の産業

の全体が規制されている場合と比べるとほぼ同様な傾向である。 

 次に%表示の 1970 年の値から%表示の 2002 年の値を引いた値（%ポイント）を計算した。

示す。また負で

ことを示している。正の値は，14 産業であり，負の産業は 15

産業であった。したがって規制緩和は進展しているが，きわめてわずかな進展である。前

述の産業の全体が規制されている場合と比べて，ほぼどちらの規制の基準でもあまり大き

な違いがないといえるであろう

使用する方法に

よっている。TFP，生産伸び率の決定要因として，労働・資本・中間投入以外の要因によ

る影響という点に焦点をあてて分析をおこなう。 

こから得られた

数，つまり一般

年の IT 革命に

も代表されるような資本であり，事業の効率化と拡大に寄与するものと考える。 

 規制と TFP の関係は，ここでは正の関係つまり規制が緩和され生産方法が効率的になり，

［2005］に論じられている

一連のモデルのように，TFP 以外の市場成果は，規制が緩和されることにより産業の独占

度が低下して，生産量が増加することにより産業の成長率が上昇する。よって生産伸び率，

に関しても，TFP の決定要因と同様な説明変数を使用したモデルを推定してみた。 

 

（１）TFP 推定モデル 

 TFP  = a0 + a1 REGULATION + a2 RD + a3 IT  

いう基準よりも緩くなるためである。 

 次に 2002 年をみてみよう。値が１つまり完全に規制されている産業が，30

完全ではないが規制されている産業が 27（28%）産業ある。規制されてい

 年と 年を比べると，値が１である完全に規制されている産業は

30 産業で変化していない。完全ではないが規制されている産業は，30 産業

3 産業減少している。よって規制されている産業は，60

正であれば，1970 年の値の方が大きい，つまり規制が進展していることを

あれば規制が強化されている

。 

 

4．モデルの概要及び結果 

4.1．モデルの概要 

 われわれの分析は，すでに計測された TFP の値を生産性のデータとして

 モデルは，TFP が被説明変数である。背後には生産関数が存在して，そ

TFP と考えられる。そこで生産関数には明示的には含まれていなかった変

資本以外の資本ストックとして，IT を取り上げる。情報資本ストックは，近

TFP が上昇するという関係である。また Aghion and . Griffith
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 YD  = a0 + a1 REGULATION + a2 RD + a3 IT 

 

 

 

 

（ ）； 規制指標（全体） 

REGULATION(part); 規制指標（部分） 

RD;  R&D 投資・生産額比率（３年前年） 

別効果が含まれ

ている。そこでその個別効果を除くため，それぞれの差分をとる。したがって，モデルの

変数はすべて差分の形（成長率）になる。R&D に関しては、投資されてから実際に企業活動

から３年前の値が使用されることになっ

た。ただし、規制に関しては TFP 上昇率に直接影響を与える変数としてレベルの変数を使

っておこなった。ただし IT に関しては内生変数である可能性が高

T(すべて）、IT

（機械）、IT（ソフトウェア）の前期の値を用いている。 

 

与えると考えら

業を除いた 97

産 の産業番号 ～ 推計期間は 年から 年を使用し，総サン

プル数は産業・年ベースで 3201 個である。 

 TFP 上昇率，生産伸び率は JIP2006 にある各年の TFP 上昇率、実質粗生産額の伸び率

を使用した。研究開発支出は総務省統計局の「科学技術研究報告」の社内使用研究費（費

用額）のデータを，JIP 産業分類の 108 産業ベースに組み直して推計をしたものを使用し

た13。IT 投資（資本およびソフト）は，JIP2006 のデータを使用した。研究開発支出，IT

投資（資本およびソフト）については，それぞれの産業の粗生産額との比率を推計に使用

                                                 

（２）生産成長率 推定モデル 

変数記号

TFP ; TFP のレベル

YD； 生産金額 

REGULATION;規制，実際には， 

REGULATION all

ITH； IT 投資・生産額比率 

 

 われわれのデータは，パネルデータであるため，いずれも産業特有の個

に貢献するまでにラグがあると考えた。推定結果

用した。推定は OLS によ

いため、2SLS でも推定をおこなった。なおそのさいは、操作変数として I

４.2．推計に使用したデータ 

当該論文では，規制指標以外に TFP 上昇率，生産金額の伸び率に影響を

れる指標として，研究開発（支出），IT 投資を使用した。産業は政府関連産

業（JIP2006 1 97 番）， 1975 2002

 
13 徳井・乾・落合[2006]にある方法に従った。詳しくは同論文を参照。 
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した。 

，規制に関して

は，全産業に関してはどちらの規制指標に関してもマイナスで有意であった。規制の値は

大きくなるほど，規制の影響が強くなることから，企業のイノベーシ 努力を低下させ

TFP R&D ても同様に有意

た。これは R&D

であり、R&D を実施していない産業はほぼ非製造業であ

る め 造業で規制緩和の効果が強く出ていることを示している。 については、R&D

を実施している産業のみ有意であった。 

 表 6 2SLS による推定結果である。規制については、全産業は、 方とも有意であっ

たが、規制（全

している産業に

両方の規制指標に関して有意ではなかった。IT に

ついては、OLS のときは、R&D 2SLS では、全産

業について有意であった。したがって OLS で推定したときと全体的に比べるとほぼ同様な

 

，表 7 にある。

て有意であった。

ついては R&D

を実施している産業と全産業では有意であったが R&D を実施していない産業では有意で

なかった。R&D を実施している産業では、R&D て有意であった。TFP 成長率の

っている。 

、2SLS による推定結果である。規制に関しては、全産業および R&D を実施して

業に関しては

全く有意ではなかった。

て IT の増加は、生産の成長を促進するという結果である。また R&D を実施している産業

は、R&D がすべて有意であった。OLS で推定したときと比べるとわずかであるが改善さ

れている。 

 すべての推定結果を比較してよう。われわれのモデルの中で最も重要な規制に関しては、

全産業ですべて有意であった。R&D を実施していない産業に関しては、すべて有意ではな

かったがほとんど有意であった。その逆に R&D を実施している産業に関しては全く有意で

はなかった。したがって規制は R&D を主に実施している製造業よりも非製造業において

TFP 成長の増加と生産の成長の促進に貢献していることがわかった。また IT については、

 

4.3．推定結果 

 TFP 上昇率の推定結果は，表 5 と 6 にある。表 5 は、OLS による結果で

ョン

うることから 成長率は低下する。 を実施していない産業につい

であった。しかしながら R&D を実施している産業については非有意であっ

を実施している産業はほぼ製造業

た 、非製 IT

は、 両

たが、R&D を実施していない産業は、規制（部分）については、有意であっ

体）については、OLS では有意であったが有意でなくなった。R&D を実施

関しては、OLS で推定したときと同様に

を実施している産業で有意であったが、

結果であり、推定結果がロバストと考えられる。

 生産伸び率に関しての推定結果が，表 7 と 8 にある。OLS による結果は

規制に関しては、全産業および R&D を実施していない産業に関して、すべ

その反面 R&D を実施している産業に関しては全く有意ではなかった。IT に

は がすべ

OLS による推定の結果と比較すると、R&D が生産伸び率の場合に有意にな

 表 8 は

いない産業に関して、すべて有意であった。その反面 R&D を実施している産

IT に関しては、すべての式において正で有意であった。したがっ

で
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ほぼ全産業で有効であること、R&D は製造業では重要であることがわかった。 

いるかについて

実証的な分析した。規制は，TFP 上昇率の決定に関しては，すべての産業と R&D を実施

していない産業では、ほとんどの推定式において有意にマイナスであった。したがって TFP

う。これは市場

くの先行研究と

意な結果であっ

た。その反面， が有意であった計測結果はなく，うまくその効果を計測することがで

きなかった。生産の成長率の決定に関しては， TFP 上昇率の推計式とほぼ同じ結果を得る

ことができた。したがって規制は，TFP 上昇率と生産の成長率の決定に関しては，R&D を

といえる。 

して産業全体に

め，産業ごとの

個別のケースについて考察していくことも必要であろう。また Okada［2005］と同様、

TFP の値そのものも含めて，生産関数の推定を通じて規制の影響を分析するアプローチも

重要であろう。そうした点は今後の課題にしたい。特に今回推計に使用したデータが，R&D

投資等であり，他の先行研究同様，R&D の成果である特許等のデータを使用して検討する

必要があるものと考えられる。 

 

５．結論 

 この論文では，TFP 上昇率を中心にして規制がどのような影響を与えて

上昇率に規制はマイナスの影響を与えている可能性が高いといえるであろ

の競争環境の低下が、TFP 上昇率にマイナスの影響を与えるとしている多

整合的な結果である。IT（機械）もいくつかの推計式においてプラスで有

R&D

実施していない産業では、マイナスの影響を与えている可能性がかなり強い

 われわれの分析で中心となる規制については，総務庁のデータをもとに

ついてのデータの作成をおこなった。ただ規制は産業ごとの特色があるた

 10



表 1. 1970 年代， ，1990 TFP 年率，％） 
1970 年代 1980 年代 1990 年代 

1980 年代 年代における 上昇率（

  
製造業 1.64 1.12 0.34 
非製  0.66 0.13 -0.20 造業

全体 経済 2.69 1.14 0.17 
（資料：JIP2006） 

 

表 2．産業別ドーマーウェイトの推移 

Industry Name 1970 年 1980 年 1990 年 2000 年 

農林水産業 9.52 6.6 2.594 4.10 

鉱業 1.34 1.1 0.280 0.51 

卸・小売 19.66 21.4 18.84 18.913

金融・保険 5.52 6.6 7.20 8.279

不動産 2.17 2.4 2.367 2.58 

製造業 105.41 96.02 75.91 59.17

建設業 21.68 22.73 20.52 16.35

電気・ガス・水道等 3.18 5.31 4.06 4.52

運輸 8.60 8.81 7.85 7.46

通信 1.76 2.04 2.00 3.35

その他 41.60 51.37 53.00 62.63

合計 220.44 224.61 196.58 185.89

（資料：JIP2006 より作成） 

 

表 3. 規制指標 

1970 1980 1990 2002

規制 製造業 0.087 0.069 0.061 0.047

規制(全体） 非製造業 0.312 0.340 0.334 0.332

規制(部分） 製造業 0.107 0.088 0.082 0.075

規制(部分） 非製造業 0.369 0.401 0.408 0.410
 

（資料：JIP2006 より作成） 

 

(全体）
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図１ 規制（全体）指標の推移 
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（資料：JIP2006 より作成） 

 

図２ 規制（部分）指標の推移 
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（資料：JIP2006 より作成） 
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表4 記述統計量(1975-2002)

変数名 観測数 平均 標準偏差 最小 最大

TFP成長率 3201 0.004 0.069 -0.053 1.025

R&D/生産 3201 0.028 0.096 0 1.228

IT投資(全体)/生産 3201 0.059 0.187 0 2.753

イト（全体） 3201 0.349 0.434 0 1

規制ウェイト（部分） 3201 0.459 0.447 0 1  

規制ウェ

（資料：JIP2006 より作成） 

 

表5 TFP成長率推定結果(OLS)

変数

IT全体投資/生産　の成長率 0.0177 ** 0.0176 ** -0.0003 -0.0004 -0.0020 -0.0022
3.17 3.15 -0.16 -0.21 -0.81 -0.87

R&D/生産　の成長率（-3期) 0.0018 0.0018
1.33 1.34

規制ウェイト（全体） -0.0027 -0.0082 ** -0.0096 *
-0.76 -2.66 -1.93

規制ウェイト（部分） -0.0045 -0.0116 ** -0.0151 **
-1.31 -3.88 -3.05

定数項 0.0045 ** 0.0053 ** 0.0081 ** 0.0107 ** 0.0090 ** 0.0134 **
2.50 2.76 4.63 5.44 2.86 3.70

標本数

R
2

R2
は自由度修正済決定係数

上段は係数値 下段はｔ値

**, *はそれぞれ推定されたパラメーターが5%, 10%水準で統計的に有意であることを示す。

0.010 0.011 0.002 0.005 0.002 0.006

1,3232,592

OLS(4)

1,323

OLS(6)

R&Dを実施していない産業

OLS(3)

2,5921,018

R&Dを実施している産業 全産業

OLS(5)OLS（1） OLS（2）

1,018

 

 

 

表6 TFP成長率推定結果(2SLS)

変数

IT全体投資/生産　の成長率 0.0533 ** 0.0539 ** 0.0394 ** 0.0399 ** 0.0299 ** 0.0280 *
4.08 4.13 4.20 4.25 2.08 1.92

R&D/生産　の成長率（-3期) 0.0013 0.0013
0.98 0.98

規制ウェイト（全体） -0.0021 -0.0070 ** -0.0083
-0.57 -2.10 -1.49

規制ウェイト（部分） -0.0038 -0.0106 ** -0.0144 **
-1.08 -3.28 -2.61

定数項 0.0014 0.0021 0.0014 0.0037 0.0026 0.0074
0.67 0.95 0.58 1.44 0.57 1.51

標本数
上段は係数値 下段はｔ値
**, *はそれぞれ推定されたパラメーターが5%, 10%水準で統計的に有意であることを示す。

2,4521,0181,018 1,183

2SLS（6）

R&Dを実施している産業 全産業

1,1832,452

2SLS（4） 2SLS（5）2SLS（1） 2SLS（2）

R&Dを実施していない産業

2SLS（3）
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表7　生産成長率推計結果(OLS)

変数

IT全体投資/生産　の成長率 0.0882 ** 0.0881 ** 0.0126 ** 0.0124 ** 0.0035 0.0031
10.53 10.51 4.84 4.80 1.17 1.06

R&D/生産　の成長率（-3期) 0.0056 ** 0.0056 **
2.83 2.83

規制ウェイト（全体） 0.0000 -0.0145 ** -0.0266 **
0.01 -3.53 -4.45

規制ウェイト（部分） -0.0020 -0.0186 ** -0.0372 **
-0.38 -4.69 -6.30

定数項 0.0058 ** 0.0065 ** 0.0341 ** 0.0377 ** 0.0529 ** 0.0627 **
2.15 2.23 14.61 14.47 14.10 14.48

標本数

R
2 0.105 0.1051 0.0131 0.0167 0.0144 0.0289

R2は自由度修正済決定係数
上段は係数値 下段はｔ値

**, *はそれぞれ推定されたパラメーターが5%, 10%水準で統計的に有意であることを示す。

1,018 1,018 2,592 2,592 1, 3 1,323

R&Dを実施していない産業

OLS（6）

R&Dを実施している産業 全産業

OLS（4） OLS（5）OLS（1） OLS（3）OLS（2）

32

 
 

表8 生産成長率推定結果(2SLS)

変数

IT全体投資/生産　の成長率 0.2181 ** 0.2187 ** 0.2222 ** 0.2227 ** 0.0172 ** 0.1682 **
10.20 10.23 14.08 14.13 8.09 8.01

R&D/生産　の成長率（-3期) 0.0041 * 0.0040 *
1.82 1.81

規制ウェイト（全体） 0.0023 -0.0101 * -0.0235 **
0.38 -1.81 -2.

規制ウェイト（部分） 0.0006 -0.0144 ** -0.0350 **
0.11 -2.66 -4.40

定数項 -0.0054 -0.0051 -0.0008 0.0022 0.0221 ** 0.0324 **

-1.59 -1.39 -0.20 0.50 3.40 4.55

標本数 1018 1018 2452 2452 1183 1183
上段は係数値 下段はｔ値

**, *はそれぞれ推定されたパラメーターが5%, 10%水準で統計的に有意であることを示す。

2SLS（6）

R&Dを実施していない産業R&Dを実施している産業 全産業

2SLS（4） 2SLS（5）2SLS（1） 2SLS（2） 2SLS（3）

92
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